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Ⅰ．米国経済 
【景気概況】～景気は緩やかな拡大が続く 
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・米国景気は緩やかな拡大が続いている。2014年1～3月期の実質ＧＤＰ（確報値）は前期

比年率－2.9％と、09年1～3月期（同－5.4％）以来の大幅な落ち込みになった。大寒波

の影響を受けた内需の失速に加えて、輸出の減少が景気を下押しした。 

・もっとも、直近の月次指標は生産面を中心に、景気が緩やかな拡大基調に復したことを

示唆している。企業部門では、5月の鉱工業生産指数が前月比＋0.6％と、資材や耐久消

費財のけん引を受けて再び上昇した。また5月のコア耐久財受注も前月比＋0.7％と再び

増加し、均した基調も上向きを維持している。さらに6月のＩＳＭ製造業指数が55.3と前

月（55.4）からほぼ横ばいになるなど、企業の景況感は引き続き楽観的である。 

・次に家計部門では、5月の実質個人消費支出が前月比－0.1％と2ヶ月連続で減少した。た

だ6月のコンファレンスボード消費者信頼感指数は85.2と2ヶ月連続で上昇しており、家

計のマインドは改善が続いている。物価面では、5月の消費者物価が前年比＋2.1％と、

エネルギー価格の上昇を受けてインフレ率が徐々に高まっている。 

・6月の雇用統計では、非農業部門雇用者数が前月差28.8万人増と5ヶ月連続で20万人の大

台を超えるなど、雇用情勢の着実な回復が続いている。こうした中で米連邦準備制度理

事会（ＦＲＢ）は、同月17～18日に開催された連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）で、月

次の資産買い取り額を350億ドルに減らした。減額は5会合連続となった。 
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【トピック】サービス支出の低迷によって減速する個人消費 

・米国景気の最大のけん引役である個人消費が減速している。5月の実質個人消費支出（Ｐ

ＣＥ）は前月比－0.1％と4月（同－0.2％）から減少幅が縮小したものの、マイナスが続

いた。四半期ベースで均すと、4～5月期の実質ＰＣＥの四半期換算値は前期比＋0.3％と2

期連続で小幅な伸びにとどまっており、構成項目別に寄与度分解を施してみると、耐久財

消費が個人消費を下支えしている反面で、消費支出全体の67％ほどを占めるサービス消費

の失速が個人消費のブレーキになっている構図が窺える。 

・サービス消費の推移を構成項目別にみると、足元にかけての失速の一因として医療支出の

減少があることが分かる。家計の医療支出を取り巻く環境をみれば、米国では2014年年明

けより国民皆保険制度（オバマケア）が開始されている。理論的には、同制度の導入によ

って価格効果を通じた実質ベースでの医療支出の増加や、所得効果を通じた他の支出の増

加が促されると考えられる。ただ実際には、足元の医療支出は実質ベースで減少が続いて

おり、またその他の支出項目もサービスに関しては低迷が続いている。 

・耐久財消費については、いずれの支出項目でも増勢の加速がみられる。ただこの動きは、

基本的には、年末年始から春先にかけての大寒波の反動増を受けたものとみられる。 

・雇用・所得情勢の改善が続く中で、消費者マインドも回復が続いている。したがって、個

人消費の基調自体は底堅いと推察される。足元の消費減速は、基本的には一時的なものに

とどまる見通しである。 
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（出所）米商務省 
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【米国の主要経済指標】 

2011 2012 2013 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/2 14/3 14/4 14/5 14/6

実質ＧＤＰ成長率（変化率、％）＊ 1.8 2.8 1.9 2.6 -2.9 - - - - - -

　個人消費（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） 1.7 1.5 1.4 2.2 0.7 - - - - - -

　住宅投資（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） 0.0 0.3 0.3 0.0 -1.7 - - - - - -

　在庫投資（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） -0.2 0.2 0.2 -0.3 -0.1 - - - - - -

ＩＳＭ製造業指数（中立水準=50） 55.2 51.8 53.9 56.7 52.7 55.2 53.2 53.7 54.9 55.4 55.3

ＩＳＭ非製造業指数（中立水準=50） 54.4 54.6 54.7 54.1 52.9 55.8 51.6 53.1 55.2 56.3 56.0

鉱工業生産（変化率、％）＊ 3.3 3.8 2.9 1.2 1.1 - 1.1 0.8 -0.3 0.6 -

　製造業（変化率、％）＊ 4.2 4.1 2.6 1.0 0.5 - 1.4 0.8 -0.1 0.6 -

設備稼働率（％、季調済） 76.3 77.3 78.0 78.4 78.7 - 78.8 79.3 78.9 79.1 -

製造業新規受注（変化率、％）＊ 11.0 4.1 5.2 2.7 -1.4 - 2.6 3.7 0.9 -0.9 -

　コア資本財受注（変化率、％）＊ 11.7 2.1 5.0 1.3 1.0 - 0.1 4.7 -1.1 0.7 -

建設支出（変化率、％）＊ -2.1 9.2 5.7 3.9 -0.2 - -0.8 0.0 0.8 0.1 -

ＣＢ消費者信頼感指数（85年=100） 58.1 67.1 73.2 74.0 80.5 83.0 78.3 83.9 81.7 82.2 85.2

コア小売売上高（変化率、％）＊ 5.3 3.6 3.3 1.0 0.0 - 0.5 1.0 0.2 0.0 -

名目個人消費支出（変化率、％）＊ 5.0 4.1 3.2 1.1 0.6 - 0.4 0.8 0.0 0.2 -

実質個人消費支出（変化率、％）＊ 2.5 2.2 2.0 0.8 0.3 - 0.3 0.6 -0.2 -0.1 -

名目個人所得（変化率、％）＊ 6.1 4.2 2.8 0.5 0.8 - 0.4 0.5 0.3 0.4 -

新車（乗用車）販売台数（前年比、％） 10.2 13.5 7.3 4.5 2.3 6.9 -0.1 7.1 5.5 8.4 7.0

住宅着工件数（年率、万戸、季調済） 61.2 78.4 93.0 102.5 92.5 - 92.8 95.0 107.1 100.1 -

着工許可件数（年率、万戸、季調済） 62.4 82.9 99.0 104.2 98.3 - 101.1 100.0 105.9 100.5 -

新築住宅販売件数（年率、万戸、季調済） 30.6 36.8 43.0 44.6 43.3 - 43.2 41.0 42.5 50.4 -

中古住宅販売件数（年率、万戸、季調済） 427.7 465.9 507.3 494.3 460.3 - 460.0 459.0 466.0 489.0 -

S&Pｹｰｽｼﾗｰ住宅価格指数（前年比、％） -3.9 0.9 11.9 13.6 12.8 - 12.9 12.4 10.8 - -

財政収支（10億ドル、季調済） -1,249.6 -1,060.8 -559.5 -172.6 -240.7 - -193.5 -36.9 106.9 - -

貿易収支（10億ドル、季調済） -548.6 -537.6 -476.4 -112.4 -126.8 - -42.6 -44.2 -47.0 -44.4 -

　名目輸出（前年比、％） 14.9 4.3 2.9 4.0 2.1 - 0.1 3.6 3.1 4.4 -

　名目輸入（前年比、％） 14.0 3.0 0.1 1.2 2.6 - 0.4 6.2 5.4 3.4 -

経常収支（10億ドル、季調済） -459.4 -460.8 -400.3 -87.3 -111.2 - - - - - -

対米証券投資（10億ドル） 369.0 612.9 -137.5 -45.4 102.3 - 90.3 4.1 -24.2 - -

失業率（％、季調済） 8.9 8.1 7.4 7.0 6.7 6.2 6.7 6.7 6.3 6.3 6.1

非農業部門雇用者数（前期差、万人） 208.3 223.6 233.1 59.5 56.9 81.6 22.2 20.3 30.4 22.4 28.8

消費者物価（前年比、％） 3.2 2.1 1.5 1.2 1.4 - 1.1 1.5 2.0 2.1 -

　同コア（前年比、％） 1.7 2.1 1.8 1.7 1.6 - 1.6 1.7 1.8 2.0 -

ＰＣＥデフレーター（前年比、％） 2.4 1.8 1.1 1.0 1.0 - 0.8 1.1 1.6 1.8 -

　同コア（前年比、％） 1.4 1.8 1.2 1.2 1.1 - 1.1 1.2 1.4 1.5 -

ガソリン価格（前年比、％） 26.3 3.3 -2.8 -5.5 -2.5 2.3 -8.1 -4.6 2.7 2.0 2.1

生産者物価（前年比、％） 6.0 1.9 1.3 0.8 1.5 - 1.3 1.7 3.1 2.4 -

Ｍ２（前年比、％） 7.3 8.6 6.8 6.1 6.0 - 6.4 6.0 6.2 6.6 -

ＦＦレート（年利、％、期末値） 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25

LIBOR３ヶ月物（年利、％、期中値） 0.34 0.43 0.27 0.24 0.24 0.23 0.24 0.23 0.23 0.23 0.23

10年債（年利、％、期中値） 2.77 1.79 2.33 2.73 2.75 2.61 2.70 2.72 2.69 2.55 2.59

株価指数（ＮＹダウ、期中値） 11,966 12,967 15,000 15,752 16,170 16,604 15,958 16,309 16,400 16,567 16,845

ドル/円（期中値） 79.7 79.8 97.6 100.5 102.8 102.1 102.1 102.4 102.5 101.8 102.1

ユーロ/ドル（期中値） 1.39 1.29 1.33 1.36 1.37 1.37 1.37 1.38 1.38 1.37 1.36

ＷＴＩ先物（期近物、ドル、期中値） 95.1 94.2 98.0 97.5 98.7 103.0 100.7 100.5 102.0 101.8 105.2

（注）変化率（％）＊は、年次データが前年比、四半期データが前期比、月次データが前月比を採用している。

（出所）米商務省、ＦＲＢ、ＩＳＭ、Ｓ＆Ｐなどの資料から作成。
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Ⅱ．欧州経済 

【ユーロ圏の景気概況】～緩やかな持ち直しが一服している 
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（出所）欧州委員会（ＥＣＦＩＮ）、ドイツ経済技術省、欧州連合統計局（Eurostat）

・ユーロ圏景気は緩やかな持ち直しが一服している。景気全体の方向感を示す景況感指数

は6月が102.0と再び低下した。均してみると、春以降の景況感指数は横ばいで推移して

おり、景気の回復力が弱まっている可能性を示唆している。 

・企業部門では、4月の鉱工業生産が非耐久財の反発などから前月比＋0.8％と増加に転じ

た。ただ続く5月のドイツの製造業受注指数は前月比－1.7％と、再び減少した。さらに6

月のユーロ圏の製造業ＰＭＩは51.8と中立水準（50）は上回っているものの2ヶ月連続で

低下しており、企業の景況感は改善度合いを弱めている。 

・家計部門では、5月の小売売上高が前月比横ばいと前月（同－0.2％）から持ち直してお

り、均してみると緩やかな増加基調にある。また5月の新車販売台数も前年比＋3.7％と

再び勢いが加速していることなどから、個人消費の回復は底堅いとみられる。消費を取

り巻く環境をみると、5月の雇用統計は失業率が11.6％と前月から横ばいになり、失業者

数の減少幅も2.8万人にとどまっているが、雇用情勢の緩慢な改善は続いている。 

・注目される物価動向は、6月の消費者物価（速報値）が前年比＋0.5％と前月から横ばい

になるなど、深刻な低インフレ環境が続いている。こうした中で欧州中央銀行（ＥＣ

Ｂ）は、7月の理事会で主要政策金利の水準を年0.15％に据え置いた。会見後の記者会見

でＥＣＢのドラギ総裁は、景気の下振れに引き続き注視していると発言した。 
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【トピック】ユンケル欧州委員長誕生とＥＵ内の不協和音 

・欧州連合（ＥＵ）は6月27日に開催した首脳会議で、元ルクセンブルク首相でありＥＵ統

合推進派のユンケル氏を次期欧州委員長に指名した。ユンケル氏は7月16日に行われる欧

州議会での承認を経て、委員長へと正式に就任する予定である。今回のこの決定を巡って

は、ＥＵ内における不協和音の広がりが改めて示された。これまでＥＵ首脳会議における

欧州委員長の任命は加盟国の全会一致を原則としてきたが、今回は加盟28ヶ国のうち英国

とハンガリーの2ヶ国がユンケル氏の就任に対して反対に回ったため、多数決での決定と

いう異例の事態になったのである。 

・両国が反対票を投じた背景には、一段のＥＵ統合の推進に対する強い警戒感がある。債務

問題時の政策対応に対する不満などから、欧州各国ではＥＵの統合推進に対する批判が強

まっているが、中でも景気回復が先行している英国はその急先鋒である。他国の首脳陣は

英国に配慮し、同国の抱えるＥＵに対する懸念に対処していく必要性や、より弾力的な統

合の可能性を含ませる内容を、首脳会議の包括文書に織り込むことで合意した。 

・英国の反統合のスタンスは、国内のみならず、他のＥＵ諸国の有権者に対しても一定の影

響力を持っていると考えられる。先の欧州議会選挙で、反統合派の勢力が躍進をみせたよ

うに、他の諸国内にも反統合の機運が高まっているためである。英国が刺激剤となり、反

統合に対する機運がこれまで以上に各国で高まれば、ＥＵ全体での政策決定に障害が出る

恐れがある。他国の首脳陣が英国に配慮を見せる背景には、同国の動きを受けてＥＵ内に

さらなる不協和音が広がらないようにしたいとする思惑が働いているものとみられる。 

・確かに、債務問題が徐々に収束している中で、これまでの厳しい緊縮策などの「押し付

け」に対する不満が高まっていることは事実である。今回のユンケル氏の欧州委員長就任

に対する英国やハンガリーの対応は、そうした行き過ぎた流れに対する揺れ戻りの流れの

中に位置付けることができるだろう。 

・その反面で、金融機関の単一破綻処理制度（ＳＲＭ）の構築など、金融行政面を中心に統

合に関する一定の成果が表れていることも事実である。南欧を中心に雇用問題が深刻であ

るなど、経済成長に向けた課題も山積する困難な環境の下での船出となるが、ユンケル新

委員長の手腕に期待したい。 
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【ユーロ圏の主要経済指標】 

2011 2012 2013 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/2 14/3 14/4 14/5 14/6

実質ＧＤＰ成長率（前年・前期比、％）＊ 1.6 -0.6 -0.4 0.3 0.2 - - - - - -

　個人消費（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） 0.1 -0.7 -0.3 0.0 0.1 - - - - - -

　総固定資本形成（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） 0.3 -0.8 -0.5 0.2 0.1 - - - - - -

景況感指数（平均=100） 102.2 90.8 93.8 99.1 101.6 102.2 101.2 102.5 102.0 102.6 102.0

　ドイツ 110.6 99.6 101.7 105.5 107.1 107.1 107.1 107.5 107.1 107.8 106.5

　フランス 104.3 92.7 91.7 96.0 96.8 96.2 95.9 97.1 97.1 96.3 95.1

　イタリア 97.5 84.4 89.5 94.7 98.6 100.8 99.0 100.3 100.8 101.3 100.3

　スペイン 93.7 89.2 93.2 97.3 101.0 102.5 100.3 102.5 101.5 101.9 104.1

製造業景況感指数（平均=-6.9) 0.2 -11.7 -9.3 -4.1 -3.5 -3.6 -3.5 -3.3 -3.5 -3.1 -4.3

　受注指数（平均=-17.5) -6.4 -24.4 -26.0 -18.6 -16.5 -15.3 -16.3 -16.6 -15.3 -14.6 -15.9

　輸出受注指数（平均=-19.2) -5.7 -21.2 -22.1 -15.6 -13.8 -14.8 -13.4 -14.1 -15.0 -14.4 -15.1

サービス業景況感指数（平均=9) 5.3 -6.8 -6.1 -1.3 3.4 3.8 3.3 4.5 3.5 3.8 4.2

建設業景況感指数（平均=-18.2） -25.2 -27.7 -30.0 -28.6 -29.0 -30.8 -28.5 -28.7 -30.4 -30.1 -31.8

ユーロ圏総合ＰＭＩ（中立水準=50） 52.7 47.2 49.7 51.9 53.1 53.4 53.3 53.1 54.0 53.5 52.8

　製造業 52.2 46.2 49.6 51.9 53.4 52.5 53.2 53.0 53.4 52.2 51.8

　サービス業 52.6 47.6 49.3 51.3 52.1 53.0 52.6 52.2 53.1 53.2 52.8

鉱工業生産（変化率、％）＊ 3.5 -2.5 -0.7 0.5 0.3 - 0.1 -0.4 0.8 - -

設備稼働率（％、季調済） 80.6 78.9 78.0 78.4 80.1 79.5 - - - - -

建設支出（変化率、％）＊ -2.2 -5.0 -2.5 0.0 2.4 - 0.1 -0.3 0.9 - -

消費者信頼感指数（平均=-13.3） -14.3 -22.1 -18.6 -14.4 -11.2 -7.7 -12.7 -9.3 -8.6 -7.1 -7.5

実質小売売上高（変化率、％）＊ -0.7 -1.7 -0.9 -0.4 0.7 - 0.2 0.3 -0.2 0.0 -

新車販売台数（前年比、％） -0.8 -11.6 -4.0 4.9 5.5 - 6.8 5.5 2.8 3.7 -

住宅価格（10年=100、季調済） 0.8 -2.1 -1.9 -1.4 - - - - - - -

財政収支（対ＧＤＰ比、％） -4.1 -3.7 -3.1 -2.1 - - - - - - -

　プライマリー収支（対ＧＤＰ比、％） -1.1 -0.6 -0.2 0.9 - - - - - - -

公的債務残高（対ＧＤＰ比、％） 87.3 90.6 92.6 92.6 - - - - - - -

貿易収支（10億ユーロ、季調済） -17.2 86.5 158.8 43.7 44.1 - 15.1 15.4 15.8 - -

　名目輸出（前年比、％） 13.7 7.8 1.1 1.1 1.3 - 3.4 -0.6 -1.5 - -

　名目輸入（前年比、％） 14.0 1.8 -3.0 -2.2 0.2 - 0.3 2.8 -2.7 - -

経常収支（10億ユーロ、季調済） -1.5 126.3 230.2 66.3 66.0 - 21.8 18.8 21.5 - -

失業率（％、季調済） 10.1 11.3 12.0 11.9 11.7 - 11.7 11.7 11.6 11.6 -

雇用者数（変化率、％）＊ 0.3 -0.6 -0.8 0.1 0.1 - - - - - -

単位労働コスト（前年比、％） 2.2 1.9 1.5 1.6 0.9 - - - - - -

消費者物価（前年比、％） 2.7 2.5 1.4 0.8 0.7 0.6 0.7 0.5 0.7 0.5 0.5

　同コア（前年比、％） 1.4 1.5 1.1 0.8 0.8 0.8 1.0 0.7 1.0 0.7 0.8

生産者物価（前年比、％） 5.9 2.7 -0.2 -1.1 -1.5 - -1.7 -1.6 -1.2 -1.0 -

Ｍ３（前年比、％） 1.5 3.0 2.3 1.4 1.1 - 1.2 0.9 0.6 1.2 -

対民間部門銀行貸出（前年比、％） 2.0 -0.4 -2.3 -3.1 -3.4 - -3.4 -3.2 -2.9 -2.8 -

政策金利（年利、％、期末値） 1.00 0.75 0.25 0.25 0.25 0.15 0.25 0.25 0.25 0.25 0.15

EURIBOR3ヶ月物（年利、％、期中値） 1.41 0.53 0.23 0.25 0.30 0.29 0.29 0.31 0.34 0.31 0.21

ドイツ10年債（年利、％、期中値） 2.65 1.51 1.62 1.77 1.62 1.36 1.62 1.57 1.47 1.36 1.25

株価指数（FT Eurofirst300、期中値） 1,056 1,067 1,216 1,279 1,319 1,361 1,322 1,316 1,336 1,363 1,384

ユーロ/円（期中値） 111.0 102.7 129.7 136.8 140.9 140.1 139.6 141.5 141.6 139.9 138.8

ドル/ユーロ（期中値） 0.72 0.78 0.75 0.73 0.73 0.73 0.73 0.72 0.72 0.73 0.74

（注）変化率（％）＊は、年次データが前年比、四半期データが前期比、月次データが前月比を採用している。

（出所）欧州連合統計局、欧州委員会、Markit、欧州自動車工業会、欧州中央銀行（ＥＣＢ）などの資料から作成。
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【英国の景気概況】～景気回復を受けて強まる早期利上げ観測 
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（出所）Markit、欧州自動車工業会、英国統計局（ＯＮＳ）、Bloomberg 

・英国景気は回復が続いている。企業部門では、4月の製造業生産が前月比＋0.4％、また

サービス業生産が同＋0.3％とそれぞれ増加が続いた。加えて、同月の建設支出も前月比

＋1.1％と3ヶ月ぶりに増加した。景況感を示すＰＭＩはいずれの業種も高水準で推移し

ており、企業のマインドは引き続き良好である。 

・他方で家計部門では、5月の小売売上高（除く石油）が前月比－0.6％と1月以来の減少に

なったが、均した基調は上向きである。加えて6月の新車販売台数も前月比＋6.2％と増

加が続いているため、個人消費の増勢は引き続き堅調と判断される。消費を取り巻く環

境をみると、2～4月期が失業率は6.6％と3期連続で低下するなど、雇用情勢は改善が続

いている。こうした中で消費者のマインドも改善基調を保っている。 

・注目される住宅市場に関しては、6月のネーションワイド住宅価格指数が前年比＋11.8％

と10ヶ月連続で上昇が加速した。こうした中でイングランド銀行（ＢＯＥ）は、6月末に

公表した『金融安定報告書（ＦＳＲ）』で、住宅市場の騰勢を鎮めるために住宅ローン規

制を導入する方針を示した。ＢＯＥのカーニー総裁は、規制の目的は価格上昇ではなく

家計の債務増加の抑制にあると説明した。もっとも、景気の回復が続く中で、ＢＯＥは

バブル気味に推移する住宅価格の上昇を抑制するために早期利上げを実施せざるを得な

いという観測が市場で高まっており、通貨ポンドの上昇につながっている。 
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【英国の主要経済指標】 
2011 2012 2013 13/Ⅳ 14/Ⅰ 14/Ⅱ 14/2 14/3 14/4 14/5 14/6

実質ＧＤＰ成長率（前年・前期比、％）＊ 1.0 0.3 1.7 0.7 0.8 - - - - - -

　個人消費（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） -0.5 0.9 1.4 0.2 0.5 - - - - - -

　総固定資本形成（寄与度、％ﾎﾟｲﾝﾄ） -0.5 0.1 -0.1 0.3 0.1 - - - - - -

景況感指数（平均=100） 96.7 94.3 104.8 114.9 115.2 119.6 116.9 112.8 119.5 118.5 120.7

製造業景況感指数（平均=-9.9) -1.8 -6.7 -2.1 7.5 4.4 9.3 6.0 1.3 8.0 8.0 11.9

サービス業景況感指数（平均=3.4） -14.2 -17.9 5.4 24.8 24.2 27.9 27.1 22.3 29.9 24.2 29.6

製造業ＰＭＩ（中立水準=50） 52.8 49.1 53.7 56.9 56.2 57.3 56.5 55.7 57.3 57.0 57.5

サービス業ＰＭＩ（中立水準=50） 53.6 52.5 56.9 60.4 58.0 58.3 58.2 57.6 58.7 58.6 57.7

建築業ＰＭＩ（中立水準=50） 53.6 51.6 54.4 61.4 63.2 61.1 62.6 62.5 60.8 60.0 62.6

鉱工業生産（変化率、％）＊ -1.2 -2.4 -0.4 0.4 0.7 - 0.9 0.1 0.4 - -

　製造業（変化率、％）＊ 1.8 -1.7 -0.8 0.6 1.5 - 1.1 0.5 0.4 - -

サービス業生産（変化率、％）＊ 1.5 1.3 1.8 0.8 0.9 - 0.2 0.5 0.3 - -

設備投資（変化率、％）＊ 3.1 3.6 1.1 2.4 2.7 - - - - - -

設備稼働率（％、季調済） 81.0 81.0 80.0 81.1 81.1 - - - - - -

建設支出（変化率、％）＊ 2.3 -8.2 1.6 0.4 1.5 - -3.4 -0.1 1.1 - -

消費者信頼感指数（平均=-9.6) -21.4 -20.1 -10.1 -2.8 2.1 6.9 2.0 3.3 5.7 7.6 7.4

名目小売売上高（除石油、変化率、％）＊ 3.3 2.7 3.3 1.2 0.5 - 1.4 0.5 1.1 -0.6 -

実質小売売上高（除石油、変化率、％）＊ -0.1 1.4 2.1 1.1 0.7 - 1.6 0.0 1.8 -0.6 -

新車（乗用車）販売台数（前年比、％） -3.7 4.9 11.2 11.6 9.4 - 3.0 17.7 8.2 7.7 -

住宅ローン承認件数（千件、季調済） 391.0 381.7 458.9 135.3 140.8 - 46.5 45.9 42.2 41.8 -

ｲﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞ住宅着工（年率、千件、季調済） 112.8 99.8 123.5 131.8 145.8 - - - - - -

ｲﾝｸﾞﾗﾝﾄﾞ住宅完工（年率、千件、季調済） 113.4 115.4 109.8 114.4 110.7 - - - - - -

ﾈｰｼｮﾝﾜｲﾄﾞ住宅価格（前年比、％） -0.2 -0.9 3.2 6.9 9.2 11.3 9.4 9.5 10.9 11.1 11.8

財政収支（10億ポンド） 22.1 17.6 22.2 30.7 6.1 - 8.4 5.6 9.0 11.5 -

　会計年度累積（４～３月、10億ポンド） 75.8 55.8 79.1 79.1 85.1 - 79.5 85.1 9.0 20.5 -

公的債務残高（10億ポンド） 2,214.9 2,172.7 2,190.2 2,190.2 2,203.9 - 2,185.4 2,203.9 2,207.0 2,219.2 -

貿易収支（10億ポンド、季調済） -23.3 -33.4 -26.7 -5.7 -5.0 - -1.6 -1.1 -2.5 - -

　名目輸出（前年比、％） 10.2 0.5 2.3 0.6 -2.2 - -2.5 -1.9 -4.4 - -

　名目輸入（前年比、％） 7.5 2.4 0.9 -0.8 -2.6 - -3.7 -5.0 -2.4 - -

経常収支（10億ポンド、季調済） -22.5 -59.7 -72.8 -23.5 -18.5 - - - - - -

失業率（％、英国基準、季調済） 4.7 4.7 4.2 3.8 3.5 - 3.5 3.4 3.3 3.2 -

失業率（％、ＩＬＯ基準、3ヶ月平均） 32.4 31.8 30.4 7.2 6.8 - 6.9 6.8 6.6 - -

失業者数（前月差、英国基準、千人） 143.1 -44.2 -310.7 -104.8 -100.8 - -37.0 -29.9 -28.4 -27.4 -

消費者物価（前年比、％） 4.5 2.8 2.6 2.1 1.8 - 1.8 1.7 1.7 1.5 -

　同コア（前年比、％） 3.2 2.3 2.1 1.7 1.6 - 1.7 1.6 2.0 1.6 -

生産者物価投入価格（前年比、％） 14.5 1.4 1.2 -0.6 -5.1 - -5.8 -6.5 -5.5 -5.0 -

生産者物価産出価格（前年比、％） 4.8 2.1 1.3 0.9 0.7 - 0.6 0.5 0.6 0.5 -

Ｍ４（前年比、％） -1.5 -3.8 1.1 1.8 0.2 - 1.0 -0.3 -0.6 -0.9 -

政策金利（年利、％、期末値） 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50

LIBOR3ヶ月物（年利、％、期中値） 1.37 0.42 0.15 0.19 0.25 0.24 0.25 0.27 0.31 0.27 0.15

英国10年債（年利、％、期中値） 2.97 1.82 2.35 2.80 2.72 2.62 2.72 2.74 2.69 2.54 2.64

株価指数（FTSE100、期中値） 5,691 5,743 6,471 6,613 6,680 6,761 6,693 6,632 6,645 6,834 6,804

ポンド/円（期中値） 127.9 126.6 152.7 162.8 170.1 171.9 169.1 170.1 171.7 171.5 172.6

ユーロ/ポンド（期中値） 0.87 0.81 0.85 0.84 0.83 0.81 0.83 0.83 0.82 0.82 0.80

（注）変化率（％）＊は、年次データが前年比、四半期データが前期比、月次データが前月比を採用している。

（出所）欧州連合統計局、英国統計局（ＯＮＳ）、Markit、英国銀行協会（ＢＢＡ）、欧州自動車工業会、イングランド銀行（ＢＯＥ）などの資料から作成。
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